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１．防災・減災等の事業を行うための基盤整備に関する目標
高齢者が住み慣れた地域での生活を継続できるように、災害時等に高齢者施設等の安全・安心を確保するための防災・減災改修等を推進する。

①既存小規模高齢者施設等のスプリンクラー整備等整備事業

②認知症グループホーム等防災改修等支援事業

➂社会福祉連携推進法人等による高齢者施設等の防災改修等支援事業

④高齢者施設等の非常用自家発電設備整備事業

備考

補助金交付予
定の財産（施

設）に対し
て、既に抵当
権設定がなさ
れていないか
（「有」また
は「無」を記

備考

備考

無

無

補助金交付予
定の財産（施

設）に対し
て、既に抵当
権設定がなさ
れていないか
（「有」また

補助金交付予
定の財産（施

設）に対し
て、既に抵当
権設定がなさ
れていないか
（「有」また
は「無」を記

備考

(単位：千円）

(単位：千円）

施設の種
類

施設の名称 設置主体 開設年月日
建物の

竣工年月日

協議対象となる部分の改
築・改修年月日

（該当ある場合のみ記
載）

事業内容
（どのような危険性を改
善するためのどのような
事業内容か、具体的に明

記）

国土強靭化
地域計画へ

の記載
総事業費

対象経費
の実支出
（予定）
額の1/2

交付基準
単価

交付(予定)
額

ｃ(ａ、ｂの
いずれか低

い額)
ａ ｂ

施設の種
類

施設の名称 設置主体 開設年月日
建物の

竣工年月日

協議対象となる部分の改
築・改修年月日

（該当ある場合のみ記
載）

事業内容
（どのような危険性を改
善するためのどのような
事業内容か、具体的に明

記）

国土強靭化
地域計画へ

の記載
総事業費

7,722

対象経費
の実支出
（予定）
額の1/2

交付基準
単価

交付(予定)
額

ｃ(ａとｂの
いずれか低

い額)
ａ ｂ

7,722 7,730

認知症高
齢者グ
ループ
ホーム

グループホー
ムトマト村

社会福祉法
人宥和

平成14年3月29日 平成25年5月11日

災害時停電が発生して
も利用者の安全を守り
サービスを継続するた
めに必要なインフラの
強化

有 7,722

風呂場のタイルが劣化
により剥がれてきてお
り崩れて落ちてしまう
危険性があるので修繕
工事を行う

有 5,000 5,000 7,730 5,000

認知症高
齢者グ
ループ
ホーム

グループホー
ム紙ふうせん

有限会社と
ちの木

平成18年3月28日 平成18年3月28日

(単位：千円）

施設の種
類

施設の名称 設置主体 開設年月日
建物の

竣工年月日

協議対象となる部分の改
築・改修年月日

（該当ある場合のみ記
載）

事業内容
（どのような危険性を改
善するためのどのような
事業内容か、具体的に明

記）

国土強靭化
地域計画へ

の記載
総事業費

対象経費
の実支出
（予定）

額

交付基準
単価

交付(予定)
額

ｃ(ａとｂの
いずれか低

い額)
ａ ｂ

g h(fとgのいずれか
低い方)a b c d e

防 災 ・ 減 災 等 事 業 整 備 計 画 書

計画名称 本庄市防災・減災等事業整備計画

都道府県名 埼玉県 市町村名 本庄市

交付(予定)額
スプリンク

ラー設備
（1㎡あた

り）

自動火災報
知設備等を
設置する場

合

消防機関へ
通報する自
動火災通報
設備を整備

する場合

消火ポンプ
ユニット等
を設置する

場合

(単位：千円）

スプリンクラー設備
等を設置する施設の

種類

施設の名称
及び

設置主体
開設年月日

定員数
（人）

補助対象
床面積
（㎡）

交付基準単価
国土強靭
化地域計
画への記

載

算定基準に
よる算定額

対象経費の
実支出

（予定）額

補助金交付予
定の財産（施

設）に対し
て、既に抵当
権設定がなさ
れていないか
（「有」また
は「無」を記
載すること）

f=（a×
b)+c+d+e



⑤高齢者施設等の水害対策強化事業

⑥高齢者施設等の給水設備整備事業

⑦高齢者施設等の防犯対策及び安全対策強化事業

⑧高齢者施設等における換気設備の設置に係る経費支援事業
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